
施設管理課墜落制止用器具の購入（単価契約）仕様書 

 

 

１ 目的 

  この仕様書は、奈良県広域消防組合消防本部総務部施設管理課（以下「発注者」という。）が行う墜落

制止用器具の購入について必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 納入場所 

〒634-0816 

奈良県橿原市慈明寺町 149番地の３ 

奈良県広域消防組合消防本部総務部施設管理課 

 

３ 納入期限 

（１）令和８年１０月発注分の納期は令和９年３月１５日まで 

（２）令和８年１２月発注分の納期は令和９年３月１５日まで 

   ※ 既存職員分も含む 

 

４ 製品及び数量 

（１）製品は下記に掲げるもののうち、いずれか１つの製品とする。 

   また、織り傷、汚れ、その他外観を損なうような欠点がなく、十分に品質管理を行った材料で仕上が  

りが優良な新品であること。 

墜落制止用器具（胴ベルト型）     

メーカー 型番 

藤井電工株式会社  NKB型-GB-OT付き N型 A 

サンコー株式会社  OT-FR3NC-130 

※ 同等品は認めないものとする。 

※ 本契約は単価を定めるものであり、発注予定数量を確約するものではない。 

（２）発注予定数量 ６０個 

（３）材料 

ア 胴締めベルト 

    ナイロン原糸を用いた細幅で軟織加工のものであること。 

イ バックル 

    JIS G4105（SCM435）又は JIS G3101（SS400）又はこれと同等以上の機能性質を有したものである

こと。 

  ウ Ｄ環 

    JIS G3101（SS400）又はこれと同等以上の機能性質を有したものであること。 

エ カラビナ 

    軽合金製を使用すること。 

オ ロープ 

    ナイロン原糸を使用すること。 

（４）構造 

ア 胴締めベルト 



    黒の細幅織ベルトにワンタッチ式バックルを取付け、Ｄ環 1個をＤ環止めにて取り付けること。 

イ バックル 

    ダブル又はトリプルロック機能付きワンタッチ方式であること。 

ウ Ｄ環 

  （ア）継ぎ目のない一体鍛造製であること。 

  （イ）ベルトとの接触部分には、摩耗防止の処置を講じること。 

エ カラビナ 

    かぎ部は外れ止め装置を備えたものであること。 

オ ロープ 

    ブレードロープ式又はダイナミックロープ式とする。 

カ ショックアブソーバ 

    胴ベルトに固定する 130kg以上対応品とする。 

（５）性能 

性能は、労働安全衛生法の規定に基づき定められた「墜落制止用器具の規格」値を満たすこと。 

（６）表示 

ア 製造年月を表示すること。 

イ 製造番号を表示すること。 

ウ 製造業者名またはその略号を表示すること。 

 

５ 採寸 

（１）採寸方法については本組合と協議を行い決定すること。 

（２）令和９年度採用予定者分の採寸について、着せ付け採寸の実施又は採寸見本を貸し出すこと。（例年

10月と 12月に各１日間で採寸実施） 

 

６ 業務の完了 

  納入時に発注者が行う検査に合格することをもって業務の完了とする。 

 

７ 支払い条件 

  業務完了後、受注者の適法な請求を受理した日から 30日以内に発注者が受注者の指定する口座へ振り

込むこととする。 

 

８ 見積単位及び落札者決定の方法等 

（１）購入する物品の単価を記載した消費税を含まない金額を記載した見積書を提出すること。 

（２）落札者の決定は、見積金額に消費税を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てた額とする。）をもって落札価格とするので、消費税にかかる課税事業者であるか、免

税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110分の 100に相当する金額を見積書に記載

すること。 

（３）見積金額には、本業務にかかる全ての費用（納入に関わる費用を含む。）を含めるものとする。 

 

９ その他 



（１）受注者は、納入後１年以内に設計及び製作上の不良による故障が発生した場合は無償にて修理又は

交換を行うこと。ただし、メーカー保証のあるものは除く。また、構造或いは製作に関わる技術に起

因する不備欠陥については保証期間後においても無償にて交換又は修理を行うこと。 

（２）本仕様書に記載されていない事項で機能上当然必要となるものは装備することとし、本業務におい

て疑義が生じた場合は、発注者と受注者が協議し決定するものとする。 

（３）サイズ一覧表を本組合に提出すること。 

（４）サイズ一覧表にない寸法についても本組合と協議の上、決定すること。 

（５）納入に際しては、個別にビニール袋等に入れサイズ及び職員名を表示すること。 

（６）受注者は、製品見本又はカタログ等を提出すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


